

































































































































生・振興の観点から――」東京経大学会誌 . 経済学 (269), 165–192, 2011
御所ノ浦地区の高齢者コミュニティセンター
話を「介護保険サービス利用意向調査」に戻すと，この①離島デイサースと②マッサージ機器利用（リ
ハビリテーション）の事業に，調査対象世帯の104世帯46.6％が利用していると答えている。
長島町側が施設開所の中で危惧していたのが，この国費で無料で提供される事業との兼ね合いである。
このモデル事業が継続される間は，無料でデイサービスやリハビリを利用できる住民が，一割負担の介護
保険サービスを利用するだろうかという点である。
しかしモデル事業として実施されている限り，いずれこれらの医療サービスを提供できなくなる可能性
もあるわけであり，（少なくともこの事業は国の事業で町はそれを委託されているということなので），そ
れを一部は介護保険に切り替える必要が出てくると認識しているのだろう。
町は，こうした「獅子島等医療・福祉事業」を介護予防事業と位置づけ，実際に介護が必要になった場
合は，小規模多機能施設を利用していただくという方針のようである。しかし，島の介護保険事業は，今
のところ十分な利用者を確保できていない。この小規模多機能事業は，島内の雇用を高めるという意味も
持っており，実際に10名の雇用を確保している。島民による島民のための事業としては理想的とも言える
が，運営推進会議での民生委員の発言からは，まだ施設が十分地域住民となじみの関係を確立していない
様子がうかがわれる。施設の社会化，地域交流の場としての意味を持つようになれば，住民の施設に対す
る見方は変わっていき，これまで潜在化していた需要の掘り起こしにもつながるのではないか。職員の専
門性の向上も必要であろう。
ただ NPO 法人は財政基盤も脆弱であり，いつまでも赤字の事業を続けられないという経営的側面もあ
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獅子島の小規模多機能施設
る。事業者，行政，住民が一体となって解決をめざすべき重要な地域課題である。
最後に―アンケート調査の結果による需要見通しについて
行政サイドでは，小規模多機能施設建設にあたって，需要調査も十分も行い，利用料も提示し，その結
果，一定の需要が見られたとしている。確かに，利用需要を見込むために，２度の調査が実施されており，
それはそれで評価できる点である。しかし先の調査にはいくつか疑問点がある。というのもこの調査では，
小規模多機能施設について「どのような事業所かご存じですか」という問いに，「知っている」12.6％，「だ
いたい知っている」27.4％であり，「ほとんど知らない」30.9％，「知らない」29.1％となっており，６割
の住民は小規模多機能施設のことを知らないことになる。
調査票には，小規模多機能施設の詳しい説明がないようなので，上の５割の「利用したい」という回答
は，よくわからないまま答えている人も多いのではないか1。
また調査には介護保険施設として特別養護老人ホームと思われる施設利用に関して，利用料の例示がさ
れているが，利用料も高く，回答を小規模多機能へ誘導しているようにも思える。しかも小規模多機能施
設の利用料に関しては明示されていない。
これはある意味調査テクニックの問題でもあるが，もう少し慎重な需要意向調査が必要だったように思
う。と同時に，これからでもいいのだが，小規模多機能施設の特徴について，島民に啓発するプログラム
を実施していく必要もあろう。
今後も獅子島の福祉の在り方について注目し続けていこうと考える。
1  また「知っている」と答えた住民も，実際に島にこれまでなかったサービスであり，本当にどこまで知っているのかとも思う。
例えば筆者が過去に，十島村（トカラ列島）で行った調査でも，これまで島になかった福祉サービスについては，ほとんど知識
がないという実態があり，具体的にサービス内容を知ってもらうために，ビデオ等を使った説明を行ったということがあった。
